
独立行政法人環境再生保全機構平成１ ７ 年度計画 

独立行政法人環境再生保全機構（ 以下「 機構」 と いう 。 ） は、 独立行政法人

通則法（ 平成１ １ 年法律第１ ０ ３ 号） 第３ １ 条の規定に基づき 、 中期計画を実

施する ため、 機構に係る 平成１ ７ 年度の業務運営に関する 計画（ 年度計画） を

次のと おり 定める 。  

１ ． 業務運営の効率化に関する 目標を達成する ためと る べき 措置 
（ １ ） 組織運営の効率化 

機構が担う 業務について、 適切かつ着実に遂行する ため、 組織及び人員

配置の見直し を行う 。  
ま た、 各部門の業務について、 職員の責任と 役割分担を明確にし 、 効率

的な業務が遂行でき る よ う 体制を整備する 。  

（ ２ ） 業務運営の効率化 
① 業務に対する 事後評価の実施 

平成１ ６ 年度の業務実績を取り ま と め、 自己点検、 自己評価を行う と

と も に、 外部専門家、 有識者から なる 業務評価委員会を開催し 、 その結

果を業務運営に反映さ せる こ と によ り 、 業務の効率化を図る 。  

② 事務処理の簡素化、 迅速化の推進 
情報共有化シス テムの機能を高め、 機構全般に係る 手続の事務処理の 

簡素化、 迅速化を図る と と も に、 引き 続き 情報の共有化、 知識の共有化

を推進する 。  

③ 外部委託の推進 
機構独力では回収困難な債権のう ち、 早急に整理・ 回収を図る 必要が

ある 延滞債権等を債権回収専門会社（ サービサー） に委託する 。  
ま た、 外部の専門機関に委託する こ と がよ り 効率的である と 考えら れ

る 業務について検討し 、 その結果を踏ま えアウ ト ソ ーシングを行う 。  

④ 契約に係る 競争の推進 
会計規程に基づく 一定額以上の契約については、 契約の性質又は目的

が競争を許さ ない場合等を除き 、 原則と し て競争に付する 。  

⑤ 電子化の推進等 
ア機構全体に係る 事務処理について、 内部ネッ ト ワ ーク を利用し 、 共有

シス テムの一層の活用を促進さ せる 。  
イオンラ イ ン等電子申請を行っている 業務は、 受付後の内部事務処理

シス テムの活用を促進さ せ、 事務処理の一層の効率化を図る 。  
ウ独立行政法人会計基準に対応し た予算、 契約、 支払、 会計等一連の事

務処理を行う 会計シス テムの利用促進を図る 。  
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（ ３ ） 経費の削減・ 効率化 
① 一般管理費 

業務運営の効率化を進め、 一般管理費（ 移転経費及び独法化準備経費

並びに緑地事業関係経費及び石綿健康被害救済関係経費を除く 。 ） につ

いて、 中期目標期間の最終年度において平成１ ５ 年度比で１ ５ ％を上回

る 削減を 達成する ため、 平成１ ７ 年度においても 業務の効率化に努める 。  
② 事業費 

事業費（ 公害健康被害補償納付金等を除く 。 ） について、 平成１ ７ 年

度においても １ ％以上の業務の効率化を行う 。  
運営費交付金を充当する 事業費について、 中期目標期間の最終年度に

おいて平成１ ５ 年度比各勘定で５ ％を上回る 削減を達成する ため、 平成

１ ７ 年度においても 業務の効率化に努める 。  
なお、 債権回収委託費については、 中期目標期間の最終年度において

平成１ ６ 年度比で３ 割を上回る 削減を達成する ため、 平成１ ７ 年度にお

いても 適切な執行に努める 。  

（ ４ ） 業務における 環境配慮 
国等によ る 環境物品等の調達の推進等に関する 法律（ グリ ーン購入法）

に基づき 、 「 環境物品等の調達の推進を図る ための方針」 を定め、 ホーム

ページで公開する と と も に、 同方針に基づき 、 調達目標について、 緊急時

等を除き １ ０ ０ ％達成する 。  
ま た、 日常業務の遂行にあたり 、 「 環境配慮のための実行計画」 に基づ

いて、 エネルギー及び資源の有効利用、 節減に努める など環境配慮を徹底

する 。  

２ ． 国民に対し て提供する サービス その他の業務の質の向上に関する 目標を達

成する ためと る べき 措置 

機構が担う 業務や事業等の対象と なる 関係者、 地域住民及び地方公共団体

等関係機関に対し 、 機構ホームページや機構業務案内等を作成し 、 情報提供

を行う 等、 確実かつ適切に周知・ 広報を行い、 円滑な業務の遂行に努める 。  
ま た、 機構が環境分野の政策実施機関と し ての役割と 責任を果たすこ と が

でき る よ う 業務の改善・ 見直し を行う 。  

＜公害健康被害の補償及び予防業務＞ 
(１ )汚染負荷量賦課金の徴収 
① 汚染負荷量賦課金の適正・ 公平な徴収 

補償給付等の支給に必要な費用を確保する ため、 汚染負荷量賦課金の

徴収計画額に係る 徴収率及び申告額に係る 収納率は、 委託商工会議所を

通じ た納付義務者への効果的指導及び納付義務者から の相談、 質問事項

等への的確な対応によ り 、 平成１ ５ 年度実績の水準の維持を図る 。  
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② 納付義務者等に対する 効果的な指導 
ア 委託商工会議所担当者研修会を開催し て、 公健制度及び納付義務者

への対応等の習熟を図り つつ、 商工会議所へ赴き 、 委託業務の点検、

指導を行う 。  

イ 申告･納付説明会出席事業者の意見・ 要望を聴取し 、 その結果を踏

ま え、 納付義務者への申告・ 納付に係る 説明資料・ 説明内容の改善を

図る 。  

③ 納付義務者に対する サービス の向上 
ア委託商工会議所が主催する １ ０ ３ 会場の説明会へ機構職員を 派遣し 、納

付義務者から の相談、 質問事項等に的確に対応する 。  

イ汚染負荷量賦課金申告書の記入、 硫黄酸化物排出量の算定において、

誤り の多い事例を把握し 、 説明資料に反映さ せる 。  
ま た、 申告･納付説明会開催期間中の問い合わせに的確に対応する

体制を確保する 。  

ウ賦課金専用ホームページに常設し ている ｢電子メ ールによ る ご意見･

ご質問のコ ーナー｣を活用し 、 必要に応じ てホームページの改善を図

る 。  

エ ｢名称等変更届出書｣のオンラ イ ン化について、 申告・ 納付説明会等

を通じ 、 納付義務者への周知を行い、 利用促進を図る 。  

（ ２ ） 都道府県等に対する 納付金の納付 
① 納付申請等に係る 事務処理の効率化 
ア 都道府県等から の提出期限の徹底を図る と と も に、 内部処理の電子

化の促進によ り 、 事務処理日数を平成１ ５ 年度比で１ ０ ％削減する 。

必要に応じ て、 補償給付費納付金関係書類作成要領等を見直し 、 都道

府県等の担当者へは、 引き 続き 周知徹底を図る 。  

イ 現地指導は、 原則と し て、 ３ 年に１ 回のサイ ク ルで実施する 。  

ウ 福祉事業の実態調査を通じ 情報収集を行い、 その結果を必要に応じ

て、 環境省主催の担当者研修会の場で報告する 等、 国や事業を実施す

る 都道府県等へ情報提供を行う 。  

② 納付金の申請等に係る 手続き の電子化等の推進によ る 事務負担の軽減 
ア 電子化未導入の都道府県等に対し 重点的に導入の促進指導を実施す

る 。  
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福祉事業の新規の事業メ ニュ ーに対応し たフロ ッ ピーディ ス ク のシ

ス テム改修を行う 。  
オンラ イ ン申請については、 引き 続き 他の都道府県等についても 導

入等の意向や実態把握を行う 。  

（ ３ ） 公害健康被害予防事業 
① 公害健康被害予防基金の運用と 事業の重点化 

公害健康被害予防基金（ 以下「 予防基金」 と いう 。 ） の運用について、

経済変動に対応し て安全かつ有利な運用を図る と と も に、 予防基金の運

用収入の減少見込みに対応し 、 公害健康被害の補償等に関する 法律に基

づく 旧第一種地域等の地域住民（ 以下「 地域住民」 と いう 。 ） の慢性気

管支炎、 気管支ぜん息、 ぜん息性気管支炎、 肺気腫等（ 以下「 ぜん息

等」 と いう 。 ） の発症予防、 健康回復に直接つながる 事業、 局地的な大

気汚染が発生し ている 地域の大気汚染の改善を通じ 地域住民の健康確保

につながる 高い効果が見込める 事業等に重点化し 、 かつ、 効率化を 図る 。  

② ニーズの把握と 事業の改善 
効果的かつ効率的に業務を行う ため、 事業参加者へのアンケート 調査

等を実施し 、 ぜん息等の患者、 地域住民の満足度やニーズを的確に把握

し 、 その結果を事業内容に的確に反映さ せる こ と によ り 事業の改善を図

る 。  

③ 調査研究事業の実施及び評価 
ア 環境保健分野に係る 調査研究については、 地域住民のぜん息等の発

症予防、 健康回復を図る ための事業の根拠と なる 知見の確立及び事業

実施基盤の強化、 事業効果の適切な把握に係る 課題に重点化し 、 ま た、

大気環境の改善分野に係る 調査研究については、 局地的な大気汚染地

域の大気汚染の改善に係る 課題に重点化を図り 、 環境保健分野で７ 課

題、 大気環境の改善分野で３ 課題を実施する 。  
なお、 調査研究費総額は平成１ ５ 年度比で１ ０ ％以上削減する 。  
環境保健分野及び大気環境の改善分野について平成１ ８ 年度から 実

施する 新規調査研究課題については、 それぞれ中期計画に掲げる 分野

を重点分野と し て公募を実施し 、 透明性の確保を図る 。 公募の実施に

当たっては、 ホームページ等を活用し て広範な周知を図る 。  
ま た、 環境保健分野及び大気環境の改善分野の新規課題の採択につ

いては、 外部の有識者によ る 評価を行い、 公募の締切日から ６ ０ 日以

内に決定する 。  

イ 各調査研究課題の外部有識者によ る 評価と し て、 各年度毎に年度評

価を行う と と も に、 課題の終了後には事後評価を実施する 。 ま た、 そ

の評価結果については研究者へフィ ード バッ ク し 、 次年度の研究内容
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（ 研究資源の配分、 研究計画（ 中止を含む。 ） ） に反映さ せる ほか、

各分野における 事業の展開にフィ ード バッ ク さ せる 。  
ま た、 研究成果については、 研究発表会等で公表する ほか、 機構の

ホームページ上で広く 公開する 。  

④ 知識の普及及び情報提供の実施 
ア地域住民のぜん息等の発症予防、 健康回復及び地域の大気環境の改善

に係る 知識の普及を行う ため、 パンフレ ッ ト の作成、 ぜん息専門医等

によ る 講演会の開催やぜん息電話相談などの事業を積極的に実施す

る 。  
各事業については、 それぞれの事業内容についての評価を把握する 

ため、 当該事業が実施さ れた年度の参加者、 利用者に対する アンケー

ト 調査を実施する 。 アンケート の調査結果を事業に反映さ せる こ と に

よ り 、 回答者のう ち８ ０ ％以上の者から ５ 段階評価で上から ２ 段階ま

での評価を得る こ と を達成する と と も に、 質の向上を図る 。  
ま た、 既存のパンフレ ッ ト 等で、 作成から ５ 年以上を経過し たも の

については、 改訂のための参考と し てアンケート 調査を実施し 、 必要

に応じ て内容の見直し を行っていく 。  

イホームページや予防情報提供誌等を活用し 、 各事業の実施を通じ て

得ら れた最新の知見や情報を幅広く 積極的に提供する 。  

⑤ 研修の実施 
地方公共団体が実施する 健康相談事業、 健康診査事業、 機能訓練事業

及び大気環境の改善事業の従事者を対象に、 各事業への理解を深める と

と も に事業実施に必要な知識及び技術等を理論的・ 実践的に習得する こ

と を目的に、 機能訓練研修、 保健指導研修（ 小児・ 成人） 及び環境改善

研修を実施する 。  
ま た、 研修ニーズを把握し 、 その内容を研修のカリ キュ ラ ム作成（ 講

座内容、 講師） 等に反映さ せる こ と によ り 、 受講者に対する アンケート

調査結果が「 有意義であった」 と の評価を有効回答者のう ち７ ０ ％以上

から 得ら れる よ う にする と と も に、 質の向上を図る 。  

⑥ 助成事業の効果的・ 効率的な実施 
ア 助成事業の重点化 

i) 環境保健分野に係る 助成事業については、 健康相談事業、 健康診
査事業、 機能訓練事業等地域住民のぜん息等の発症予防・ 健康回復

に直接つながる 事業に重点化を図る 。  
ま た、 事業内容については、 関係地方公共団体や地域住民のニー

ズを把握し 、 地域住民が参加し やすく 、 よ り 効果的なぜん息等の発

症予防及び健康回復を図る も のと する 。  
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ⅱ) 大気環境の改善分野に係る 助成事業については、 関係地方公共団
体等のニーズを反映し つつ、 最新規制適合車等への代替促進等局地

的な大気汚染地域の大気汚染の改善につながる 事業を引き 続き 実施

する 。  
なお、 国等の低公害車普及に対する 補助制度が大幅に充実さ れて 

き たこ と 等を踏ま え、 低公害車普及(助成)事業については、 １ ７ 年
度以降新規事業を凍結する 。  

イ 地方公共団体における 電子化の進展状況を勘案し つつ、 助成金交付

申請等手続のオンラ イ ンシス テムを活用し 、 地方公共団体の事務負担

の軽減を図る 。  
ま た、 内部事務処理の効率化に努め、 助成金交付決定等に係る 事務

処理日数を平成１ ６ 年度実績に対し て短縮を図る 。  

＜地球環境基金業務＞ 
(１ )助成事業に係る 事項 
① 助成の固定化の回避 

一つの事業に対する 助成継続年数は、 ３ 年間を限度と し 、 特段の事情 

がある 場合でも ５ 年を超えないこ と と する こ と を募集要領に明記し 厳正

に履行する 。  

② 助成の重点化等 
助成対象については、 環境基本計画の重点分野等国の政策目標や社会 

情勢等を勘案し た分野に、 ま た海外の助成対象地域については、 開発途

上地域のう ちアセアン地域などのアジア太平洋地域を中心と する 地域に

重点化を図る 。 ま た、 地球環境基金運営委員会の下に設置し た第三者に

よ る 評価専門委員会によ り 評価方法の導入に向けた検討を進める 。  

③ 処理期間の短縮 
助成金の支給に当たり 、 厳正な審査を引き 続き 実施し つつ、 事務手続 

き の効率化等、 支払申請書受付から 支払ま での１ 件当たり の平均処理期

間の短縮を図る 。  

④ 第三者機関によ る 評価を踏ま えた対応 
民間団体の代表者等の参加を得た助成専門委員会等によ り 、 具体的な

助成金交付に係る 募集要領と 審査方針を策定のう え審査を行い、 結果を

公表する 。 ま た、 地球環境基金運営委員会の下に設置し た第三者によ る

評価専門委員会によ り 評価方法の導入に向けた検討を進める 。  

⑤ 利用者の利便向上を図る 措置 
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ア 助成案件の内定及び交付決定の早期化を図る ため、 募集時期の早期

化や年度末助成金支払事務と の調整、 継続案件の事前審査等の具体的

方策の検討を行う 。  

イ 助成金交付要望団体や助成先団体への利便性の向上を図る ため、 募

集案内、 各種申請書等の様式をホームページから ダウ ンロ ード でき る

よ う にする こ と 、 ホームページ上での事業に係る Ｑ ＆Ａ の充実等を推

進する 。  

ウ 助成先団体一覧及び活動事例をホームページで紹介し 、 よ り 広範な

情報提供を行う 。  

（ ２ ） 振興事業に係る 事項 
① 調査事業の重点化 

調査事業について、 重点施策等国の政策目標に沿った調査研究に取り

組むと と も に民間団体等のニーズ調査方法等について検討を行う 。  

② 研修事業の効果的な実施 
研修ニーズを把握し 、 その内容を研修カリ キュ ラ ム作成（ 講座内容、

講師） 等に反映さ せ、 質の向上を図る ため、 受講者に対する アンケート

調査を行い、 有効回答者のう ち７ ０ ％以上から 「 有意義であった」 と の

評価を得ら れなかっ たも のについては、 次年度に向けた改善を検討する 。  

（ ３ ） 地球環境基金の運用等について  
民間出えん金の受入状況や基金の造成状況を掲載する 等ホームページや

広報誌の充実を図り 、 地球環境基金事業の役割に対する 国民・ 事業者等の

理解が得ら れる よ う に努め、 中期計画に基づき 、 積極的に募金等の活動を

行う 。  
ま た、 地球環境基金の運用につき 、 安全かつ有利な運用に努める 。  

＜ポリ 塩化ビフェ ニル廃棄物処理基金によ る 助成業務＞ 
助成金交付の透明性・ 公平性を確保する ため、 事業の採択並びに助成対象

事業の実施状況等をホームページ等において公表する 。  

＜維持管理積立金の管理業務＞ 
廃棄物の処理及び清掃に関する 法律に基づく 維持管理積立金の積立者に対

し 運用状況等の情報提供を行う 等、 透明性を確保し 、 運用利息額等を定期的

に通知する 。  

＜石綿健康被害救済業務＞ 
（ １ ） 制度に関する 情報提供 
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① 救済制度について、 広報実施計画を定め、 対象者に応じ たポス タ ー、

パンフ レ ッ ト の作成・ 配布及び専門誌、 広報誌など 多様な媒体を 活用し 、

確実かつ広範な広報を実施する 。  
② 石綿健康被害者及びその遺族等が速やかに手続き が行える よ う 、 申請

書類等を都道府県等、 地方環境事務所に備え置く ほか、 機構ホームペー

ジに申請手続き 、 記載例等を掲載する 。  
③ 制度に関する 相談、 質問事項に対応する ため、 無料電話相談や機構内

に相談窓口を設け、 来訪者に対し 、 制度及び申請手続き の説明を行う 。  
ま た、 マニュ アルの作成に先立ち、 申請等の受付業務の委託を受ける

保健所等の担当者が適切に業務を処理でき る よ う に、 制度や事務手続き

について説明を行い、 受付業務の円滑な実施に向けた準備を行う 。  
④ 無料電話相談、 相談窓口、 ホームページを通じ て、 利用者の意見・ 要

望を聴取する 。  

（ ２ ） 石綿健康被害者の認定 
認定申請書等の受付後、 環境大臣に医学的判定を要する 事項に関する 判

定を申し 出る に当たり 、 手続き の標準化を図る ため、 執務マニュ アルの作

成に向けて必要な検討を行う 。  

（ ３ ） 救済給付の支給 
救済給付の支給の請求について、 手続き の標準化を図る ため、 執務マニ

ュ アルの作成に向けて必要な検討を行う 。  

（ ４ ） 申請者、 請求者情報の管理 
申請者、 請求者等の個人情報の保護を図る ため、 申請書類等の管理を厳

重に行う と と も に、 認定申請の情報を管理する ための情報処理シス テムを

構築する 。  

３ ． 予算（ 人件費の見積も り を含む。 ） 、 収支計画及び資金計画 
（ １ ） 予算    別紙のと おり  

（ ２ ） 収支計画  別紙のと おり  

（ ３ ） 資金計画  別紙のと おり  

（ ４ ） 承継業務に係る 債権・ 債務の適切な処理 
破産更生債権及びこ れに準ずる 債権並びに貸倒懸念債権のう ち、 会社更

生法・ 民事再生法に基づく 計画認可の決定、 商法に基づく 整理計画の決定、

銀行取引停止処分、 解散・ 清算・ 事業閉鎖に至ったも のその他財務状況か

ら みて返済確実性の認めら れない債権について迅速に償却処理を行う 。  
ま た、 以下のと おり 債権管理回収業務を積極的に推進する 。  
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① 返済慫慂 
財務状況から 見て返済確実性がある と 認めら れる にも かかわら ず、 返

済に問題がある も のに対し ては、 債権回収専門会社（ サービサー） への

外部委託も 含め厳正に返済を慫慂し 、 回収を強力に促進する 。  

② 法的処理 
破産更生債権及びこ れに準ずる 債権について法的処理を厳正に進める

と と も に、 貸倒懸念債権については、 引き 続き 返済猶予の認定を厳格に

行い、 その上で法的処理が適当と 認めら れる も のについては、 期限の利
益を喪失さ せ、 実態に応じ て担保処分等を積極的に推進する 。  

③ 債権分割 
特定の組合員企業の破綻などによ り 組合全体と し て債務返済に困難を 

き たし ている 中小企業組合について、 健全な組合員から の回収を早期に

行う 等によ り 、 回収額を最大化でき る と 認めら れる 場合には、 債権分割

によ り 回収を行う 。  

上記①～③の方法等によ り 、 平成１ ７ 年度中に正常債権以外の債権から

４ ０ 億円を上回る 回収を見込む。  
上記の処理に加え、 経費削減、 債券発行によ る 資金調達及び回収努力等

の最大限の自助努力を行う こ と を前提と し て、 承継業務に係る 元本債権の

貸倒引当金相当額等の補てんに必要な補助金が、 ４ ０ 億円交付さ れる こ と

を予定し ている 。  

４ ． 短期借入金の限度額 
平成１ ７ 年度において、 一時的な資金不足等が発生し た場合、 その対応の

ための短期借入金の限度額は、 単年度 26,000 百万円と する 。  

５ ． 重要な財産の処分等に関する 計画 
重要な財産を譲渡、 処分する 計画はない。  

６ ． 剰余金の使途 
・  公害健康被害予防事業の充実及びその推進に係る 電子化、 機器整備 
・  地球環境基金業務における 助成事業・ 振興事業の充実、 資料の電子化等

業務の改善 
・  石綿健康被害救済業務に係る 経費 
・  債権管理回収業務に係る 経費 
・  人材育成及び広報の充実 

７ ． その他主務省令で定める 業務運営に関する 事項 
（ １ ） 施設及び設備に関する 計画 

なし  
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（ ２ ） 人事に関する 計画 
① 人員配置、 職員の業績評価及び人材育成 

職員の適性を 的確に把握し 、 適材適所に応じ た人員配置を 行う 。 ま た、

各業務、 事業毎に定める 目標を達成する ために職員一人ひと り の意識の

向上を図る と と も に成果に応じ た業績を適正に評価する 。  
ま た， 業務上必要な研修を積極的に行う と と も に， 外部で行われる 各

種の研修にも 積極的に参加さ せ、 職員の能力開発を図る など、 業務上必

要な知識・ 技術の向上を支援する 。  

② 人事に関する 指標 
期初の常勤職員数 １ １ ４ 人 
石綿健康被害救済業務の追加に伴い増員し た常勤職員数４ 人 
平成１ ７ 年度中に２ 人削減予定 

（ ３ ） 積立金の処分に関する 事項 
なし  

（ ４ ） その他中期目標を達成する ために必要な事項 
緑地整備関係建設譲渡事業については、 環境保全効果の高い緑地、 施設

の整備を適切に実施する と と も に、 静岡（ 富士） 地区大気汚染対策緑地に

ついて、 譲渡契約に基づき 、 施設整備を終了さ せる よ う 適切に進行管理を

行う 。  
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